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固定資産税班から
償却資産の申告について
　固定資産税の課税対象となる償却資産は、所有者からの申告に基づく

ものです。ただし、耐用年数が１年未満のものや取得価格が１０万円未

満で、税務会計上、一時に損金の額に算入しているものや、２０万円未

満で法人税法上、または所得税法上一括して３年間で償却を行う償却資

産は課税対象となりません。

　該当する償却資産のある事業所および個人の方は、平成２４年１月１

日現在の償却資産について、平成２４年１月３１日までに申告をしてく

ださい。

新築・増築・取り壊し家屋の申告を！
　平成２４年度固定資産税の課税にあたり、平成２３年（１月～１２月）中に新・

増築または取り壊した家屋についての申告の受付を、税務課固定資産税班で行っ

ています。適正課税のため、平成２３年以前に取り壊した家屋については、平成

２３年度固定資産税納税通知書に添付されている課税明細書を確認のうえ申告し

てください。

　なお、平成２３年中に新築または増築された家屋を税務課職員が調査した際

に、取り壊しを聴取した分については申告の必要はありません。

土地評価の特殊なケースでは申し出を！
　香美市では、土地の評価について固定資産税評価基準に定められ

ている適正な時価を求めることに努めていますが、市全域にわたる

大量評価のため、次のような特殊な事例では、対象地の価格形成要

因すべてを把握できていないケースがあります。このため外観では

把握できない価格形成要因は、固定資産の所有者による申し出によ

り、固定資産評価額に反映させる申出制を採用しています。特殊な

価格形成要因を持つ土地を所有されている納税者の方は、ご連絡く

ださい。

 外観からは把握できない価格形成要因の例（一部）
・公法上（都市計画法、建築基準法、一部条例など）の規制によ　

　り、建築物の建築確認を得ることが困難な土地（一部評価額に

　反映されているものもあります）。

・特別に災害の危険性が高い土地など。

【問い合わせ先】税務課 固定資産税班　☎５３－３１１６

　現在、納期限内に納付されなかった市税等につ

いては、納税義務者等へ、督促状を封筒に入れて

郵送しています。

　平成２４年２月発送分からは、督促状がハガキ

に変わります。

 このハガキは、３枚の紙が圧着さ

れており、一度開いた用紙は、再

び接着できない仕様です。

　

納付方法　
　督促状の所定

の部分を切り取

った上、金融機

関等の納付場所

に持参し、お支

払いいただくこ

とになります。

問い合わせ先　
収納課　☎５３－１０９５

償却資産…会社や個人で工場

や商店などを経営している方

が事業のために用いる有形資

産のことです。土地・家屋以

外で、構築物、機械および装

置、工具・器具・備品、車両

および運搬具（自動車税、軽

自動車税の課税対象となるも

のは除く）等です。

固定資産税班から督促状が
　ハガキに変わります
督促状が
　ハガキに変わります

固定資産税を納める方

　固定資産税の納税義務者とは、原則と

して毎年１月１日（「賦課期日」といい

ます）の固定資産の所有者をいいます。

固定資産の所有者とは具体的に次のとお

りです。

①土地の場合

土地登記簿または土地補充課税台帳に所

有者として登記または登録されている方

②家屋の場合

建物登記簿または家屋補充課税台帳に所

有者として登記または登録されている方

③償却資産の場合

償却資産課税台帳に所有者として登録さ

れている方

広告主募集中！詳細は総務課☎５３－３１１２まで
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事業所の皆さんへ
経済の国勢調査を実施します！

表面は、宛名と発信元のみの

表示となりますので、ハガキ

の表・裏の左下から開いて、

内容をご確認ください。
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　経済センサス活動調査とは、日本の経済力を知る

ための調査です。

対象の事業所
全国すべての事業所が対象です。ただし、農林漁業

に属する個人経営の事業所、家事サービス業に属す

る事業所、外国公務および国・地方公共団体の事業

所は除きます。

調査項目
①経営組織②事業所の開設時期③従業者数④事業所

の主な事業の内容⑤売上および費用の金額⑥事業別

売上金額などを記入していただきます。

調査方法
①支社・支店等のない単独の事業所と、新設の事業

所については、知事が任命する調査員が平成２４年

１月に各事業所に伺って調査票を配布し、２月から

調査票の回収に伺います。

②支社・支店等を有する企業については、支社・支

店等の調査票を含め、本社へ郵送で調査票を送付

し、本社で取りまとめの上、郵送またはインターネ

ットでご提出いただきます。

問い合わせ先　政策企画財政課　☎５３－３１１４

サンプル

サンプル

【問い合わせ先】【問い合わせ先】

　保険課　　保険課　☎５３－３１１☎５３－３１１５　
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香美市地域雇用創造協議会推進事業

香美市地域雇用創造協議会お問い合わせ先

※ほっと求人は毎週火曜日更新中

〒７８２－００３１　香美市土佐山田町東本町１丁目３－１２

担当：久保
ＴＥＬ　０８８７－５３－２１２３ ＦＡＸ　０８８７－５２－９１２３http：//www.kami-koyou.com/

講座のご案内 本講座は「雇用保険の求職活動」に認定されます。

講    師

第５回　１／２０（金）国内旅行実務（旅行素材の基礎知識）　　

第６回　１／２４（火）国内旅行実務（コース造成）

第７回　１／２６（木）海外旅行実務（主要観光地）

第８回　１／３０（月）海外旅行実務（運賃料金・出入国関係法令）

第９回　２／１０（金）研修視察　

旅行業専門家研修 第２弾　

名鉄観光サービス株式会社
高知支店　支店長
小田 幸治 氏

受講料
無料


